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衆
議
院
議
員
浅
野
貴
博
君
提
出
平
成
二
十
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一
に
つ
い
て

平
成
二
十
四
年
度
予
算
の
概
算
要
求
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
三
年
八
月
二
十
三
日
に
閣
議
決
定
し
た
平
成
二
十
四
年
度

予
算
に
係
る
歳
入
歳
出
等
の
見
積
書
類
の
送
付
期
限
の
特
例
を
定
め
る
政
令
に
よ
り
、
平
成
二
十
三
年
九
月
三
十
日
を
期
限

と
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

平
成
二
十
四
年
度
予
算
は
、
「
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
（
平
成
二
十
四
年
度
〜
平
成
二
十
六
年
度
）
」
（
平
成
二
十
三
年
八

月
十
二
日
閣
議
決
定
）
（
以
下
「
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
」
と
い
う
。
）
を
遵
守
し
て
編
成
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
概
算
要
求

に
係
る
基
準
等
に
つ
い
て
は
今
後
の
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
御
指
摘
の
「
そ
れ
以
外
の
政
策
経
費

を
一
律
一
割
削
減
す
る
基
準
を
ま
と
め
た
」
と
い
う
事
実
は
な
い
。

三
に
つ
い
て

平
成
二
十
三
年
度
予
算
の
執
行
に
当
た
っ
て
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
の
閣
議
に
お
け
る
財
務
大
臣
の
発
言
を
踏
ま

え
、
公
共
事
業
関
係
費
・
施
設
費
に
つ
い
て
、
今
後
、
必
要
な
事
業
を
見
極
め
な
が
ら
被
災
地
へ
の
重
点
化
を
図
る
と
い
う

一



考
え
方
に
基
づ
き
、
各
省
庁
に
お
い
て
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
震
災
対
応
に
関
わ
る
も
の
、
国
民
生
活
の
安
全
・
安
心
に

関
わ
る
も
の
及
び
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
経
費
を
除
外
し
た
上
で
、
そ
の
百
分
の
五
を
乗
じ
た
額
を
目
途
に
執
行
を
一
旦

留
保
し
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

三
に
つ
い
て
で
述
べ
た
執
行
の
留
保
は
、
被
災
地
へ
の
予
算
の
重
点
化
を
図
り
、
復
旧
・
復
興
に
つ
な
げ
る
た
め
の
も
の

で
あ
り
、
被
災
地
以
外
の
一
部
地
域
に
お
け
る
公
共
事
業
関
係
費
・
施
設
費
の
執
行
に
一
時
的
に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
は

あ
る
も
の
の
、
そ
の
最
終
的
な
影
響
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
予
算
執
行
や
平
成
二
十
三
年
度
第
三
次
補
正
予
算
の
在
り
方
等

に
よ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
確
た
る
こ
と
を
申
し
上
げ
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

五
に
つ
い
て

平
成
二
十
四
年
度
予
算
は
、
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
を
遵
守
し
て
編
成
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
は
、

「
財
政
運
営
戦
略
」
（
平
成
二
十
二
年
六
月
二
十
二
日
閣
議
決
定
）
に
定
め
ら
れ
た
財
政
健
全
化
目
標
の
達
成
に
向
け
た
取

組
を
着
実
に
進
め
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
国
債
市
場
の
信
認
を
維
持
す
る
と
と
も
に
、
日
本
経
済
の
活
力
を
取
り
戻
す
こ
と

こ
そ
が
、
震
災
か
ら
の
復
興
と
日
本
全
体
の
再
生
の
た
め
に
不
可
欠
で
あ
る
と
し
て
お
り
、
ま
た
、
三
に
つ
い
て
で
述
べ
た

二



執
行
の
留
保
は
、
被
災
地
へ
予
算
の
重
点
化
を
図
り
、
復
旧
・
復
興
に
つ
な
げ
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
が
、
「
東
日
本
大
震

災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針
」
（
平
成
二
十
三
年
七
月
二
十
九
日
東
日
本
大
震
災
復
興
対
策
本
部
決
定
）
に
お
い
て
、
被
災

地
域
の
復
興
は
、
活
力
あ
る
日
本
の
再
生
の
先
導
的
役
割
を
担
う
も
の
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
「
日
本
全
体
の
活
性

化
を
阻
む
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
の
か
」
と
の
御
指
摘
は
当
た
ら
な
い
と
考
え
る
。

三


